
神奈川県監査委員公表第 19 号

監査の結果により講じた措置について

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 199 条第 12 項の規定に基づき、神奈川県知事か

ら監査の結果により措置を講じた旨の通知があったので、その内容を公表する。

平成23年12月９日

神奈川県監査委員 真 島 審 一

同 髙 岡 香

同 長 峯 徳 積

同 堀 江 則 之

同 飯 田 誠

１ 監査実施箇所名

政策局政策総務部

２ 監査実施日

平成 22 年８月 31 日（平成 22 年７月 22 日及び 23 日職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年 11 月２日（神奈川県公報号外第 74 号）神奈川県監査委員公表第 17 号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

１ 予算の執行において、消耗品購入 １ 指導事項の予算の執行のうち、支出負

代等の支出負担行為を納品後に行っ 担行為を納品後に行っていたことについ

ているものがあった。（政策総務課） ては、適正な会計事務処理についての認

２ 予算の執行において、「大学発・ 識が不十分であったことによるものであ

政策提案制度」公開コンペに係る有 る。

識者審査委員への謝礼金の支出科目 今後は、このようなことがないよう、

を誤っていた。（経理課） 神奈川県財務規則にのっとった執行を徹

３ 物品管理事務において、備品出納 底することにより、適正な事務執行に努

簿に記載された備品の所在が確認で めることとした。

きないものがあった。 ２ 謝礼金の支出科目を誤っていたことに

ついては、本来、事業間流用を行うなど、

予算上の措置を講じた上で、適正な事業

科目により執行すべきものであることに

ついて、関係職員の認識が不十分であっ

たことによるものである。

今後は、このようなことがないよう、

予算執行に係る制度や関係法令等の周知

徹底を図るとともに、執行依頼課と連携

を密にし、複数の職員による相互確認を

一層徹底の上、適正な事務執行に努める

こととした。

３ 物品管理事務については、当該物品が

現存しないことが確認され、その経緯も

確認できなかったため、平成 23 年１月 13
日付け会指第 76 号に基づき返納及び払出

しの手続を行った。



今後は、このようなことがないよう、

神奈川県財務規則の遵守を徹底し備品管

理体制を強化するとともに、備品管理事

務の手引等に基づき適切な備品管理を徹

底することにより、適正な事務執行に努

めることとした。

１ 監査実施箇所名

政策局政策調整部

２ 監査実施日

平成 22 年８月 31 日（平成 22 年７月 26 日及び 27 日職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年 11 月２日（神奈川県公報号外第 74 号）神奈川県監査委員公表第 17 号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

次のとおり誤りがあり、事務処理が 指導事項については、次のとおり措置し

著しく不適切であった。（総合政策課） た。

１ 予算の執行において、「大学発・ １ 予算の執行については、本来、事業間

政策提案制度」公開コンペに係る有 流用を行うなど、予算上の措置を講じた

識者審査委員への謝礼金の支出科目 上で、適正な事業科目により執行すべき

を誤っていた。 ものであることについて、関係職員の認

２ 物品管理事務において、材料を購 識が不十分であったことによるものであ

入し組み立てた物品の管理に当たり、 る。

備品として管理すべきものを、備品 今後は、このようなことがないよう、

として管理していなかった。 予算執行に係る制度や関係法令等の周知

徹底を図るとともに、経理担当課と連携

を密にし、複数の職員による相互確認を

一層徹底の上、適正な事務執行に努める

こととした。

２ 物品管理事務については、神奈川県財

務規則の認識が不十分であったことによ

るものである。

今後は、このようなことがないよう、

神奈川県財務規則の周知徹底を図るとと

もに、複数の職員による確認体制を一層

徹底し、適正な事務執行に努めることと

した。

１ 監査実施箇所名

政策局財政部

２ 監査実施日

平成 22 年８月 31 日（平成 22 年７月 29 日及び 30 日職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年 11 月２日（神奈川県公報号外第 74 号）神奈川県監査委員公表第 17 号



４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

予算の執行において、神奈川県公報 指導事項の予算の執行については、適正

の印刷等に係る支出負担行為を納品後 な会計事務処理についての認識が徹底され

に行っているものがあった。また、履 ていなかったことによるものである。また、

行確認後３月を超えて支払っているも ３月を超える支払の遅れについては、進行

のがあった。（予算調整課） 管理が不十分であったことによるものであ

る。

今後は、このようなことがないよう、神

奈川県財務規則の周知徹底を図り適正な会

計事務処理を行うとともに、進行管理を徹

底し、適正な事務執行に努めることとした。

１ 監査実施箇所名

神奈川県緑県税事務所

２ 監査実施日

平成 22 年７月 16 日（平成 22 年５月 27 日職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年８月 10 日（神奈川県公報定期第 2199 号）神奈川県監査委員公表第９号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

物品管理事務において、備品出納簿 指導事項の物品管理事務のうち、備品の

等に記載された備品の所在が確認でき 所在が確認できなかったものについては、

なかったものがあった。また、物品出 当該備品が現存しないことが確認され、そ

納員が備える備品出納簿に記載されて の経緯も明らかでなかったため、平成 23 年

いる備品の数量と使用者から提出され 1 月 13 日付け会指第 76 号通知に基づき返

た物品管理票の合計数量が一致してい 納及び払出しの手続を行った。

ないものがあった。 また、備品出納簿と物品管理票の合計数

量が一致していないものについては、物品

管理票の記載誤りを修正した。

今後は、このようなことがないよう、神

奈川県財務規則の遵守を徹底し備品管理体

制を強化するとともに、備品管理事務の手

引等に基づき適切な備品管理を徹底するこ

とにより、適正な事務執行に努めることと

した。

１ 監査実施箇所名

神奈川県高津県税事務所

２ 監査実施日

平成 22 年３月 17 日（平成 22 年２月９日職員調査）



３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年８月 13 日（神奈川県公報号外第 63 号）神奈川県監査委員公表第 10 号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

次のとおり、事務処理が著しく不適 指導事項については、次のとおり措置し

切であった。 た。

１ 支出事務において、ボイラー性能 １ 支出事務については、進行管理及び点

検査及び整備代などに履行確認後３ 検体制が不十分であったことによるもの

月を超えて支払っているものが７件 である。

あった。 今後は、このようなことがないよう、

２ 契約事務において、次のとおり誤 複数の職員による確認体制を一層徹底し、

りがあった。 適正な事務執行に努めることとした。

(1) 屋上防水工事において、契約書 ２ 契約事務については、次のとおりであ

の作成や支出負担行為を行わずに る。

工事を発注し、工事完了後の手続 (1) 屋上防水工事については、関係規定

も行っていなかった。 等に対する認識が不足していたこと、

(2) 清掃業務の委託に当たり、清掃 職務に伴う責任と権限の行使において

業務請負契約書及び仕様書に定め 準則に反する行為が重なったこと等に

られた届出を提出させていないも より、当然踏むべき手続に漏れが生じ

のがあった。 たものであり、工事代については、平

３ 物品管理事務において、所在が把 成 22 年３月２日に業者へ支払を行っ

握されていない備品があるなど適切 た。

さを欠くものがあった。 今後はこのような不適切な事案が再

発しないよう、所属一丸となって関係

規定の周知及びその遵守に努め、適正

な事務執行の確保を図ることとした。

(2) 清掃業務委託については、契約書等

の記載内容の認識及び複数の職員によ

る確認が不十分であったことによるも

のである。

今後は、このようなことがないよう、

契約等の会計事務に関する基本的知識

の向上を図るとともに、複数の職員に

よる確認体制を一層徹底し、適正な事

務執行に努めることとした。

３ 物品管理事務については、当該備品が

現存しないことが確認され、その経緯も

明らかでなかったため、平成 23 年１月 13
日付け会指第 76 号通知に基づき返納及び

払出しの手続を行った。

今後は、このようなことがないよう、

神奈川県財務規則の遵守を徹底し備品管

理体制を強化するとともに、備品管理事

務の手引等に基づき適切な備品管理を徹

底することにより適正な事務執行に努め

ることとした。



１ 監査実施箇所名

神奈川県横須賀県税事務所

２ 監査実施日

平成 22 年４月２日（平成 22 年３月５日職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年８月 13 日（神奈川県公報号外第 63 号）神奈川県監査委員公表第 10 号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

物品管理事務において、所在が把握 指導事項については、当該備品が現存し

されていない備品があった。 ないことが確認され、その経緯も明らかで

なかったため、平成 23 年 1 月 13 日付け会

指第 76 号通知に基づき返納及び払出しの手

続を行った。

今後は、このようなことがないよう、神

奈川県財務規則の遵守を徹底し備品管理体

制を強化するとともに、備品管理事務の手

引等に基づき適切な備品管理を徹底するこ

とにより、適正な事務執行に努めることと

した。

１ 監査実施箇所名

神奈川県藤沢県税事務所

２ 監査実施日

平成 22 年４月 15 日（平成 22 年３月９日職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年８月 13 日（神奈川県公報号外第 63 号）神奈川県監査委員公表第 10 号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

物品管理事務において、所在の確認 指導事項のうち、所在の確認されない備

されない備品及び物品管理票が作成さ 品については、当該備品が現存しないこと

れていない備品があった。 が確認され、その経緯も明らかでなかった

ため、平成 23 年 1 月 13 日付け会指 76 号通

知に基づき返納及び払出しの手続を行った。

また、物品管理票が作成されていない備

品については、記載を追加し修正した。

今後は、このようなことがないよう、神

奈川県財務規則の遵守を徹底し備品管理体

制を強化するとともに、備品管理事務の手

引等に基づき適切な備品管理を徹底するこ

とにより、適正な事務執行に努めることと

した。



１ 監査実施箇所名

安全防災局危機管理部

２ 監査実施日

平成 22 年８月２日（平成 22 年６月７日から９日まで職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年 11 月２日（神奈川県公報号外第 74 号）神奈川県監査委員公表第 17 号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

物品管理事務において、所在の確認 指導事項については、当該備品が現存し

できない備品があった。 ないことが確認され、その経緯も明らかで

なかったため、平成 23 年 1 月 13 日付け会

指第 76 号通知に基づき返納及び払出しの手

続を行った。

今後は、このようなことがないよう、神

奈川県財務規則の遵守を徹底し備品管理体

制を強化するとともに、備品管理事務の手

引等に基づき適切な備品管理を徹底するこ

とにより、適正な事務執行に努めることと

した。

１ 監査実施箇所名

安全防災局安全安心部

２ 監査実施日

平成 22 年８月２日（平成 22 年６月 10 日及び 11 日職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年 11 月２日（神奈川県公報号外第 74 号）神奈川県監査委員公表第 17 号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

次のとおり誤りがあり、事務処理が 指導事項については、次のとおり措置し

著しく不適切であった。（くらし安全 た。

交通課） １ 補助金交付事務については、関係諸規

１ 補助金交付事務において、神奈川 定の理解及び複数の職員による確認体制

県犯罪被害者等支援事業補助金の交 が不十分であったことによるものである。

付に当たり、補助事業の内容が変更 今後はこのようなことがないよう、関

されたにもかかわらず、変更交付決 係諸規定を周知徹底するとともに、複数

定を行っていなかった。 職員の相互確認により進行管理を徹底し、

２ 財産管理事務において、神奈川県 適正な事務執行に努めることとした。

犯罪被害者等生活資金貸付金の債権 ２ 財産管理事務については、神奈川県財

管理に当たり、神奈川県財務規則に 務規則の理解及び複数の職員による確認

定められた債権登録表等の作成を行 体制が不十分であったことによるもので

っていなかった。 ある。

今後はこのようなことがないよう、神

奈川県財務規則の確認を一層徹底すると



ともに、複数職員の相互確認により進行

管理を徹底し、適正な事務執行に努める

こととした。

１ 監査実施箇所名

県民局企画調整部

２ 監査実施日

平成 22 年７月 30 日（平成 22 年６月３日及び４日職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年 11 月２日（神奈川県公報号外第 74 号）神奈川県監査委員公表第 17 号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

１ 予算の執行において、物品の購入 １ 予算執行については、適正な支出負担

に係る支出負担行為を納品後に行っ 行為に対する認識が不十分であったこと

ているものがあった。（経理課） によるものである。

２ 物品管理事務において、備品出納 今後は、このようなことがないよう、

簿に記載された備品の所在が確認で 神奈川県財務規則の理解の向上を図り、

きないものがあった。 適正な会計事務処理を行うことを事業所

管課についても徹底することにより、適

正な事務執行に努めることとした。

２ 物品管理事務については、当該備品が

現存しないことが確認され、その経緯も

明らかでないため、平成 23 年 1 月 13 日

付け会指第 76 号通知に基づき返納及び払

出しの手続を行った。

今後は、このようなことがないよう、

神奈川県財務規則を遵守し、備品管理事

務の手引等に基づき適切な備品管理を徹

底することにより、適正な事務執行に努

めることとした。

１ 監査実施箇所名

県民局県民活動部

２ 監査実施日

平成 22 年７月 30 日（平成 22 年６月７日から９日まで職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年 11 月２日（神奈川県公報号外第 74 号）神奈川県監査委員公表第 17 号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

１ 予算の執行において、物品の購入 １ 予算の執行については、支出負担行為

に係る支出負担行為を納品後に行っ に係る会計事務処理の認識が不十分であ



ているものがあった。（人権男女共 ったことによるものである。

同参画課） 今後は、このようなことがないよう、

２ 物品管理事務において、備品出納 神奈川県財務規則の遵守を徹底すること

簿に記載された備品の所在が確認で により、適正な事務執行に努めることと

きないものがあった。 した。

２ 物品管理事務については、当該備品が

現存しないことが確認され、その経緯も

明らかでなかったため、平成 23 年 1 月 13
日付け会指第 76 号通知に基づき返納及び

払出しの手続を行った。

今後は、このようなことがないよう、

神奈川県財務規則の遵守を徹底し備品管

理体制を強化するとともに、備品管理事

務の手引等に基づき適切な備品管理を徹

底することにより、適正な事務執行に努

めることとした。

１ 監査実施箇所名

県民局くらし文化部

２ 監査実施日

平成 22 年７月 30 日（平成 22 年６月 10 日から 15 日までのうち４日間職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年 11 月２日（神奈川県公報号外第 74 号）神奈川県監査委員公表第 17 号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

庶務事務において、日々雇用職員の 指導事項については、日々雇用職員の服

勤務変更に伴う旅費３件、4,560 円を支 務管理が不十分であったことによるもので

給していなかった。（消費生活課） あり、未支給分については、平成 22 年７月

13 日に本人に支給した。

今後は、このようなことがないよう、複

数の職員により旅行命令を確認するなど、

服務管理を一層徹底し、適正な事務執行に

努めることとした。

１ 監査実施箇所名

県民局青少年部

２ 監査実施日

平成 22 年７月 30 日（平成 22 年６月 16 日職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年 11 月２日（神奈川県公報号外第 74 号）神奈川県監査委員公表第 17 号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容



（指導事項）

次のとおり誤りがあり、事務処理が 指導事項については、次のとおり措置し

著しく不適切であった。（青少年課） た。

１ 契約事務において、指定管理施設 １ 契約事務については、関連する２つの

の環境整備事業の委託契約に当たり、 業務の契約内容を十分精査せずに仕様書

委託業務と指定管理業務の範囲が明 を作成したことによるものである。

確に区分されていなかった。 今後は、このようなことがないよう、

２ 物品管理事務において、備品出納 仕様書の作成に際し、複数職員による確

簿に記載された備品の所在が確認で 認を徹底し、適正な事務執行に努めるこ

きないものがあった。 ととした。

２ 物品管理事務については、当該備品が

現存しないことが確認され、その経緯も

明らかでないため、平成 23 年 1 月 13 日

付け会指第 76 号通知に基づき返納及び払

出しの手続を行った。

今後は、このようなことがないよう、

神奈川県財務規則の遵守を徹底し、物品

管理体制を強化するとともに、備品管理

事務の手引等に基づき適切な備品管理を

行っていくことにより、適正な事務執行

に努めることとした。

１ 監査実施箇所名

環境農政局企画調整部

２ 監査実施日

平成 22 年８月 27 日（平成 22 年 7 月 13 日及び 14 日職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年 11 月２日（神奈川県公報号外第 74 号）神奈川県監査委員公表第 17 号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

１ 次のとおり誤りがあり、事務処理 １ 指導事項については、次のとおり措置

が著しく不適切であった。（経理課） した。

(1) 収入事務において、県営林道玄 (1) 収入事務については、神奈川県財務

倉線の改良工事に係る負担金収入 規則の理解が不十分であったため、納

ほかの調定に当たり、神奈川県財 付期限の設定を誤ったものである。

務規則第 58 条第 4 項に定められた 今後は、このようなことがないよう、

日を超えて納付期限を設定してい 神奈川県財務規則の理解の向上を図る

るものがあった。 ことにより、適正な事務執行に努める

(2) 支出事務において、次のとおり こととした。

事務処理が不適切であった。 (2) 支出事務については、神奈川県財務

ア 概算払の委託料及び補助金に 規則の理解の向上を図るほか、次のと

ついて、精算を行っていないも おり措置した。

のがあった。 ア 概算払の委託料及び補助金の精算

イ 全国植樹祭広報グッズ製作・ を行っていなかったことについては、

配布業務の委託に当たり、不完全 進行管理が不十分であったことによ

履行に係る賠償額について、契約 るものである。

金額から減額し収入とすべきとこ 今後は、このようなことがないよ



ろ、執行残額の受入により処理し う、複数の職員による確認体制を強

ていた。 化することにより、適正な事務処理

ウ 履行遅滞に係る賠償金の徴収 に努めることとした。

を行わず、支払っているものが イ 不完全履行に係る賠償金の処理誤

あった。 りについては、確認体制が不十分で

エ 印刷代の執行等に当たり、政 あったことによるものである。

府契約の支払遅延防止等に関す 今後は、このようなことがないよ

る法律に定められた対価の支払 う、複数の職員による確認体制を強

の時期を超えて支払っていたも 化することにより、適正な事務処理

のがあった。 に努めることとした。

オ 神奈川県財務規則第 51 条第１ ウ 賠償金の徴収を行っていなかった

項に基づく消耗品等の納品検査 ことについては、検査内容の確認が

に当たり、検査員及び検査補助 不十分であったため、支払額から控

員を命ずる命令印のないもの及 除せず、また、その後の徴収手続も

び検査員を指定していないもの 怠っていたものであり、賠償金につ

があった。 いては平成 22 年 8 月 19 日に債権者

カ 会場使用料の支払に当たり、 から徴収した。

予期し得る経費であったにもか 今後は、このようなことがないよ

かわらず、立替払により処理し う、複数の職員による確認を徹底す

ているものがあった。 ることにより、適正な事務執行に努

(3) 契約事務において、ひらつか花 めることとした。

アグリ広報グッズ製作・配布等の エ 印刷代の支払遅延については、進

業務委託に当たり、委託契約書に 行管理が不十分であったことによる

定める作業責任者の報告及び作業 ものである。

員の名簿を提出させていなかった。 今後は、このようなことがないよ

２ 予算の執行において、定期雑誌購 う、複数の職員による進行管理体制

入等に係る支出負担行為を納品後に を強化することにより、適正な事務

行っているものがあった。（環境計 執行に努めることとした。

画課） オ 検査員及び検査補助員を命ずる命

令印のないもの等があったことにつ

いては、物品検収要領の理解が不十

分であったことによるものである。

今後は、このようなことがないよ

う、物品検収要領の理解の向上を図

るとともに、複数の職員による確認

を徹底することにより、適正な事務

執行に努めることとした。

カ 予期し得る経費を立替払により処

理していたことについては、事業担

当及び経理担当間の連絡調整が不十

分であったことによるものである。

今後は、このようなことがないよ

う、各担当間の連絡調整を密に行う

ことにより、適正な事務執行に努め

ることとした。

(3) 契約事務については、契約で定めら

れた事項の遵守状況を確認する体制が

不十分であったことによるものである。

今後は、このようなことがないよう、

事業課及び経理課双方で、複数の職員

による確認を徹底することにより、適

正な事務執行に努めることとした。

２ 指導事項については、神奈川県財務規



則の理解及び進行管理が不十分であった

ことによるものである。

今後は、このようなことがないよう、

神奈川県財務規則の理解の向上を図ると

ともに、複数の職員による事務の進行管

理を徹底し、適正な事務執行に努めるこ

ととした。

１ 監査実施箇所名

環境農政局環境部

２ 監査実施日

平成 22 年 8 月 27 日（平成 22 年 7 月 1 日及び 2 日職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年 11 月２日（神奈川県公報号外第 74 号）神奈川県監査委員公表第 17 号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

１ 予算の執行において、新エネルギ １ 指導事項の予算の執行については、神

ー・省エネルギー学校派遣事業に伴 奈川県財務規則の理解及び適正な会計事

う事業実施経費に係る支出負担行為 務処理についての認識が不足していたこ

２件を履行確認後に行っていた。（地 とによるものである。

球温暖化対策課） 今後は、このようなことがないよう、

２ 支出事務において、賃借料に履行 神奈川県財務規則及び適正な会計事務に

確認後３月を超えて支払っているも 対する理解の向上を図るとともに、複数

のがあった。（交通環境課） の職員による確認体制を強化することに

３ 支出事務において、消耗品代に履 より、適正な事務執行に努めることとし

行確認後３月を超えて支払っている た。

ものがあった。（資源循環課） ２ 支出事務のうち賃借料の支払遅延につ

いては、進行管理が不十分であったこと

によるものである。

今後は、このようなことがないよう、

執行状況を複数の職員により確認するな

ど、進行管理を一層徹底することにより、

適正な事務執行に努めることとした。

３ 消耗品代の支払遅延についても、進行

管理が不十分であったことによるもので

ある。

今後は、このようなことがないよう、

執行状況を複数の職員により確認するな

ど、進行管理を一層徹底して、適正な事

務執行に努めることとした。

１ 監査実施箇所名

環境農政局水・緑部

２ 監査実施日



平成 22 年８月 27 日（平成 22 年７月８日、９日及び 12 日職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年 11 月２日（神奈川県公報号外第 74 号）神奈川県監査委員公表第 17 号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

支出事務において、切手購入代等の 指導事項については、神奈川県財務規則

前渡金の精算報告が著しく遅れている の理解及び進行管理が不十分であったこと

ものがあった。（森林再生課） によるものである。

今後は、このようなことがないよう、神

奈川県財務規則の理解の向上を図るととも

に、執行状況を複数の職員で確認すること

を徹底し、適正な事務執行に努めることと

した。

１ 監査実施箇所名

環境農政局農政部

２ 監査実施日

平成 22 年８月 27 日（平成 22 年７月５日から７日まで職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年 11 月２日（神奈川県公報号外第 74 号）神奈川県監査委員公表第 17 号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

１ 支出事務において、資材の購入に １ 指導事項の支出事務のうち、資材の購

履行確認後３月を超えて支払ってい 入代の支払遅延については、神奈川県財

るものがあった。（農業振興課） 務規則の理解及び確認体制が不十分であ

２ 支出事務において、平成 21 年度農 ったことによるものである。

業構造改善推進事業費補助金の交付 今後は、このようなことがないよう、

に当たり、交付決定通知に定められ 神奈川県財務規則の理解の向上を図ると

た期日を超えて支払っているものが ともに、複数の職員による確認体制を強

あった。（農地保全課） 化することにより、適正な事務執行に努

３ 支出事務において、神奈川県立大 めることとした。

野山乳牛育成牧場の小型トラック修 ２ 補助金の交付期日を超えて支払ってい

理代に係る請求書等の日付の修正を たことについては、支出事務の進行管理

行っていた。（畜産課） 及び点検体制が不十分であったことによ

るものである。

今後は、このようなことがないよう、

補助金の交付状況等を複数の職員により

確認することを徹底し、適正な事務執行

に努めることとした。

３ 請求書等の日付を修正していたことに

ついては、請求書等を適正に取り扱うと

いう認識が不足していたことによるもの

である。

今後は、このようなことがないよう、



財務関係法令等の理解の向上を図り、請

求書等の取扱いには十分な注意を払うこ

とを徹底し、適正な事務執行に努めるこ

ととした。

１ 監査実施箇所名

神奈川県自然環境保全センター

２ 監査実施日

平成 22 年６月８日（平成 22 年４月 27 日及び 28 日職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年８月 13 日（神奈川県公報号外第 63 号）神奈川県監査委員公表第 10 号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

予算の執行において、対照流域法調 指導事項については、積算関係規程の理

査地事前検討業務で積算が適正でない 解が不十分であったため、誤った歩掛りを

ものが認められた。 適用したことによるものである。

今後は、このようなことがないよう、関

係規程の理解の向上を図ることにより、適

正な事務執行に努めることとした。

１ 監査実施箇所名

神奈川県水産技術センター内水面試験場

２ 監査実施日

平成 22 年３月 11 日（平成 22 年２月３日職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年８月 13 日（神奈川県公報号外第 63 号）神奈川県監査委員公表第 10 号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

契約事務において、物品の購入に当 指導事項については、財務関係規則の理

たり、見積合せを行うべきところ、１ 解が不十分であったことによるものである。

者からのみ見積書を徴して、随意契約 今後は、このようなことがないよう、職

を締結しているものがあった。 員の研修を開催するなど、関係規則の理解

の向上を図ることにより、適正な事務執行

に努めることとした。

１ 監査実施箇所名

神奈川県農業技術センター

２ 監査実施日



平成 22 年３月 10 日（平成 22 年２月８日及び９日職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年４月 16 日（神奈川県公報号外第 38 号）神奈川県監査委員公表第６号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

支出事務において、次のとおり事務 指導事項の支出事務については、次のと

処理が著しく不適切であった。 おり措置した。

１ 請求書等の修正が行われているも １ 請求書等の修正については、請求書等

のがあった。 の適正な取扱いに関する認識が不足して

２ 非常勤職員の報酬が取扱要綱に定 いたことによるものである。

められた日に支払われていなかった。 今後は、このようなことがないよう、

財務関係法令等の理解の徹底を図るとと

もに、請求書等の取扱いには十分な注意

を払い、適正な事務執行に努めることと

した。

２ 非常勤職員の報酬については、支出手

続を給与厚生課で行うと誤認していたこ

とによるものである。

今後は、このようなことがないよう、

関係所属間での確認を徹底し、適正な事

務執行に努めることとした。

１ 監査実施箇所名

神奈川県立フラワーセンター大船植物園

２ 監査実施日

平成 22 年２月９日（平成 21 年 12 月 14 日職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年８月 13 日（神奈川県公報号外第 63 号）神奈川県監査委員公表第 10 号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

庶務事務において、公務出張に係る 指導事項については、職員の旅費に関す

旅行命令の決裁をしていないものが、47 る条例の理解不足及び相互の確認体制が不

件あった。 十分であったことによるものである。

今後は、このようなことがないよう、職

員の旅費に関する条例の理解の向上を図る

とともに、職員相互の確認体制を徹底する

ことにより、適正な事務執行に努めること

とした。

１ 監査実施箇所名

神奈川県立大野山乳牛育成牧場



２ 監査実施日

平成 22 年８月 27 日（平成 22 年７月７日職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年 11 月２日（神奈川県公報号外第 74 号）神奈川県監査委員公表第 17 号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

庶務事務において、県内旅費に係る 指導事項については、旅行申請の確認体

旅行申請が著しく遅れているものがあ 制が不十分であったことによるものである。

った。 今後は、このようなことがないよう、旅

行命令権者による確認及び進行管理を徹底

することにより、適正な事務処理に努める

こととした。

１ 監査実施箇所名

保健福祉局企画調整部

２ 監査実施日

平成 22 年８月 24 日（平成 22 年７月８日及び９日職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年 11 月２日（神奈川県公報号外第 74 号）神奈川県監査委員公表第 17 号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

契約事務において、パソコン等の再 指導事項については、契約に係る会計事

リースに当たり、長期継続契約でない 務処理の認識が不十分であったことによる

にもかかわらず、年度を超えて契約し ものである。

ていた。（経理課） 今後は、このようなことがないよう、関

係法令等の再確認を徹底するとともに、関

係書類の審査をさらに慎重に行い、複数職

員による点検を一層徹底して、適正な事務

執行に努めることとした。

１ 監査実施箇所名

保健福祉局企画調整部（病院事業会計）

２ 監査実施日

平成 22 年７月７日（平成 22 年５月 28 日及び 31 日職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年 11 月２日（神奈川県公報号外第 74 号）神奈川県監査委員公表第 17 号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）



次のとおり誤りがあり、事務処理が 指導事項については、次のとおり措置し

著しく不適切であった。（病院事業課） た。

１ 支出事務において、次のとおり事 １ 支出事務については、いずれも地方独

務処理が不適切であった。 立行政法人神奈川県立病院機構への移行

(1) 文房具代等の購入に当たり、執 に向けて事務が輻輳したことで、確認体

行伺票の決裁を受けないで発注し 制が機能していなかったこと及び適正な

ていたもの及び納品後に見積書を 事務執行についての認識が不十分であっ

徴して執行伺票の起票、決裁及び たことによるものである。

支払手続を行っていたものがあっ 今後は、このようなことがないよう、

た。 適正な事務執行について理解の向上を図

(2) 表彰状の印刷等に当たり、納品 るとともに、複数の職員による確認を徹

検査に係る検査員を命ずる命令印 底することにより、適正な事務執行に努

及び検査印のないもの、出納の通 めることとした。また、地方独立行政法

知がされていないものがあった。 人神奈川県立病院機構に対して、今後と

(3) 新聞代の支払に当たり、見積書 も適正な執行に留意するよう求めていく

に日付のないもの、請求書等の内 こととした。

容に修正等が行われていたものが ２ 庶務事務については、地方独立行政法

あった。 人神奈川県立病院機構において旅費の未

(4) 複写機使用料の執行残額の受入 支給分 63,600 円は平成 23 年４月 28 日に

れに当たり、金額を誤っていたも 本人に支給し、過大支給分 1,000 円は平

のがあった。 成 23 年５月 12 日に返納の手続をとった。

(5) タクシー利用代金等に係る前渡 今後は、このようなことがないよう、

金の精算に当たり、精算報告がさ 地方独立行政法人神奈川県立病院機構に

れていないもの及び日付のない領 対して、今後とも適正な執行に留意する

収書で精算報告がされていたもの よう求めていくこととした。

があった。

２ 庶務事務において、旅費 318 件、

63,600 円を支給しておらず、１件、

1,000 円を過大に支給していたものが

あった。

１ 監査実施箇所名

保健福祉局地域保健福祉部

２ 監査実施日

平成 22 年８月 24 日（平成 22 年７月 12 日から 14 日まで職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年 11 月２日（神奈川県公報号外第 74 号）神奈川県監査委員公表第 17 号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

１ 予算の執行において、普通財産の １ 指導事項の予算の執行については、普

貸付に当たり、誤った収入科目で調 通財産の貸付に係る収入科目の設定を誤

定していた。（地域保健福祉課） ったものである。

２ 契約事務において、かながわ福祉 今後は、このようなことがないよう、

人材センター運営委託の履行確認に 関連法規の再確認を行うとともに、複数

当たり、委託契約書第８条(2)ただし の職員による確認を徹底し、適正な事務

書以下に定める経費配分の変更の有 執行に努めることとした。

無について確認を行っていなかった。 ２ 契約事務については、経費配分を記載



（保健福祉人材課） する契約書の添付書類の様式に不備があ

３ 予算の執行において、定期刊行物 ったことによるものである。

の購入に係る支出負担行為を納品後 今後は、このようなことがないよう、

に行っているものがあった。（生活 様式を改め、経費配分について明確に確

援護課） 認ができるものとすることにより、適正

な事務執行に努めることとした。

３ 予算の執行については、担当間の連携

及び進行管理が不十分であったことによ

るものである。

今後は、このようなことがないよう、

定期刊行物の購読一覧表を作成し、複数

の職員による進行管理を徹底することに

より、適正な事務執行に努めることとし

た。

１ 監査実施箇所名

保健福祉局保健医療部

２ 監査実施日

平成 22 年８月 24 日（平成 22 年７月 15 日及び 16 日職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年 11 月２日（神奈川県公報号外第 74 号）神奈川県監査委員公表第 17 号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

次のとおり誤りがあり、事務処理が 指導事項については、次のとおり措置し

著しく不適切であった。（健康増進課） た。

１ 契約事務において、女性の健康支 １ 契約事務については、委託業務の進行

援対策事業委託の事業実施報告書が 管理及び神奈川県財務規則の理解が不十

契約期間（提出期限）内に提出され 分であったことによるものである。

ていなかった。 今後は、このようなことがないよう、

２ 職員個人名の印鑑を県費で購入し、 受託者との調整を密にするとともに、神

その職員本人に代わり、他の職員が 奈川県財務規則にのっとった事務処理を

確認印を押印するという不適切な事 行うことを徹底することにより、適正な

務処理を行っていた。 事務執行に努めることとした。

２ 印鑑の県費購入及び他者による押印に

ついては、適正な事務執行についての認

識や点検体制が不十分であったことによ

るものである。

今後は、このようなことがないよう、

適正な事務執行についての理解の向上を

図るとともに、複数の職員による点検体

制を一層徹底することにより、適正な事

務執行に努めることとした。

１ 監査実施箇所名



保健福祉局福祉・次世代育成部

２ 監査実施日

平成 22 年８月 25 日（平成 22 年７月 20 日から 22 日まで職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年 11 月２日（神奈川県公報号外第 74 号）神奈川県監査委員公表第 17 号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

１ 補助金交付事務において、次のと １ 指導事項の補助金交付事務については、

おり誤りがあり、事務処理が著しく 次のとおり措置した。

不適切であった。（障害福祉課） (1) 障害者自立支援基盤整備事業に係る

(1) 障害者自立支援基盤整備事業に 補助金については、補助事業の内容確

係る補助金の交付に当たり、補助 認が不十分であったことによるもので

事業の内容が変更されたにもかか ある。

わらず、変更交付決定を行ってい 今後は、このようなことがないよう、

なかった。 補助事業の内容について、十分確認す

(2) 在宅障害者福祉対策推進事業補 るとともに、事業内容の変更の連絡が

助金の額の確定に伴う返還金の戻 あった場合は、神奈川県障害者自立支

入に当たり、戻入手続が遅れたた 援対策臨時特例交付金事業費補助金交

め、県における収入日が出納閉鎖 付要綱にのっとった手続を行うことを

以降となったものが４件あった。 徹底し、適正な事務執行に努めること

２ 契約事務において、出先機関にお とした。

けるパソコンの再リース契約（１年） (2) 在宅障害者福祉対策推進事業補助金

の締結に当たり、予算及び長期継続 については、進行管理が不十分であっ

契約の根拠がないにもかかわらず、 たことによるものである。

翌年度にまたがる契約を締結するこ 今後は、このようなことがないよう、

とについて、事務連絡により出先機 補助金の実績報告を行う市町村との調

関に指示していた。（障害サービス 整を密にするとともに、複数の職員に

課） よる進行管理を徹底することにより、

３ 補助金交付事務において、財団法 適正な事務執行に努めることとした。

人神奈川県老人クラブ連合会事業費 ２ 契約事務については、財務関係法令の

補助金の精算に当たり、履行確認が 理解が不十分であったことによるもので

行われていなかった。（高齢福祉課） ある。

４ 物品管理事務において、備品出納 今後は、このようなことがないよう、

簿に記載された備品の所在が確認で 関係法令の周知を図るとともに、複数の

きないものがあった。 職員による確認を徹底することにより、

適正な事務執行に努めることとした。

３ 補助金交付事務については、進行管理

及び確認体制が不十分であったことによ

るものである。

今後は、このようなことがないよう、

進行管理及び複数の職員による確認を一

層徹底することにより、適正な事務執行

に努めることとした。

４ 物品管理事務については、当該備品が

現存しないことが確認され、その経緯も

明らかでなかったため、平成 23 年１月 13
日付け会指第 76 号通知に基づき返納及び

払出し手続を行った。

今後は、このようなことがないよう、

神奈川県財務規則の遵守を徹底し、備品



管理体制を強化するとともに、備品管理

事務の手引等に基づき適切な管理を行っ

ていくことにより、適正な事務執行に努

めることとした。

１ 監査実施箇所名

保健福祉局生活衛生部

２ 監査実施日

平成 22 年８月 24 日（平成 22 年７月 23 日及び 26 日職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年 11 月２日（神奈川県公報号外第 74 号）神奈川県監査委員公表第 17 号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

契約事務において、物品の購入に当 指導事項については、神奈川県財務規則

たり、神奈川県財務規則第 51 条に規定 の理解が不十分であったことによるもので

された履行確認を行っていないものが ある。

あった。（食品衛生課） 今後は、このようなことがないよう、神

奈川県財務規則の理解の向上を図るととも

に、物品検収要領にのっとった適切な検査

を行うことにより、適正な事務執行に努め

ることとした。

１ 監査実施箇所名

神奈川県衛生研究所

２ 監査実施日

平成 22 年９月 22 日（平成 22 年９月３日職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年 11 月２日（神奈川県公報号外第 74 号）神奈川県監査委員公表第 16 号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

予算の執行において、物品の購入に 指導事項については、適正な会計事務処

係る支出負担行為を納品後に行ってい 理についての認識が徹底されていなかった

るものがあった。 こと及び職員相互の点検体制が不十分であ

ったことによるものである。

今後は、このようなことがないよう、適

正な会計事務処理を行うことを徹底すると

ともに、複数の職員による点検体制を強化

することにより、適正な事務執行に努める

こととした。



１ 監査実施箇所名

神奈川県大和保健福祉事務所

２ 監査実施日

平成 22 年９月 27 日（平成 22 年９月 16 日職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年 11 月２日（神奈川県公報号外第 74 号）神奈川県監査委員公表第 16 号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

物品管理事務において、備品出納簿 指導事項については、当該備品が現存し

に記載された備品の所在が確認できな ないことが確認され、その経緯も明らかで

いものがあった。 なかったため、平成 23 年１月 13 日付け会

指第 76 号通知に基づき、返納及び払出し手

続を行った。

今後は、このようなことがないよう、神

奈川県財務規則の遵守を徹底し、物品管理

体制を強化することにより、適正な事務執

行に努めることとした。

１ 監査実施箇所名

神奈川県食肉衛生検査所

２ 監査実施日

平成 22 年９月 17 日（平成 22 年８月 23 日職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年 11 月２日（神奈川県公報号外第 74 号）神奈川県監査委員公表第 16 号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

次のとおり誤りがあり、事務処理が 指導事項については、次のとおり措置し

著しく不適切であった。 た。

１ 不適正経理問題に関する全庁調査 １ 不適正経理により取得した備品の所在

の際に取得したと報告された備品の が確認できなかったことについては、物

うち、所在が確認できないものがあ 品の管理が適切に行われていなかったこ

った。 とによるものである。

２ 予算の執行において、物品の購入 今後は、このようなことがないよう、

に係る支出負担行為を納品後に行っ 財務関係法令の遵守を徹底するとともに、

ているものがあった。 物品管理体制を強化することにより、適

３ 物品管理事務において、備品出納 正な事務執行に努めることとした。

簿に記載された備品の所在が確認で ２ 予算の執行については、適正な会計事

きないものがあった。 務処理に対する認識が不十分であったこ

とによるものである。

今後は、このようなことがないよう、

神奈川県財務規則の理解の向上を図り、

適正な会計事務処理を行うことを徹底す



ることにより、適正な事務執行に努める

こととした。

３ 物品管理事務については、当該備品が

現存しないことが確認され、その経緯も

明らかでなかったため、平成 23 年１月 13
日付け会指第 76 号通知に基づき、返納及

び払出し手続を行った。

今後は、このようなことがないよう、

神奈川県財務規則の遵守を徹底し、物品

管理体制を強化することにより、適正な

事務執行に努めることとした。

１ 監査実施箇所名

神奈川県立保健福祉大学

２ 監査実施日

平成 22 年 12 月３日（平成 22 年 11 月 10 日職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年 12 月 28 日（神奈川県公報定期第 2239 号）神奈川県監査委員公表第 20 号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

次のとおり誤りがあり、事務処理が 指導事項については、次のとおり措置し

著しく不適切であった。 た。

１ 予算の執行において、次のとおり １ 予算の執行については、次のとおりで

誤りがあった。 ある。

(1) 物品の購入に係る支出負担行為 (1) 物品の購入については、予算執行管

を納品後に行っているものがあっ 理及び適正な会計事務手続についての

た。 理解が不十分であったことによるもの

(2) 卒業式の写真撮影に当たり、予 である。

算科目を誤って執行していた。 今後は、このようなことがないよう、

２ 物品管理事務において、備品出納 計画的な物品購入や会計事務手続の周

簿等に記載された備品の所在が確認 知を一層徹底するとともに、複数の職

できないものがあった。 員による事務の進行管理を行うことに

また、物品管理票の記載に不適切 より、適正な事務執行に努めることと

なものがあった。 した。

(2) 予算科目を誤って執行したことにつ

いては、事業所管課及び契約担当課の

確認体制が不十分であったことによる

ものである。

今後は、このようなことがないよう、

事業所管課及び契約担当課の複数職員

による相互の確認を一層徹底すること

により、適正な事務執行に努めること

とした。

２ 物品管理事務のうち備品の管理につい

ては、当該備品が現存しないことが確認

され、その経緯も明らかでなかったため、

平成 23 年 1 月 13 日付け会指第 76 号通知



により、返納及び払出し処理を行った。

また、物品管理票の記載については、

遠隔地にある施設において物品管理体制

が不十分であったことによるものである。

今後は、このようなことがないよう、

物品管理体制を強化するとともに、神奈

川県財務規則の遵守を徹底し、厳格な備

品管理を行っていくことにより、適正な

事務執行に努めることとした。

１ 監査実施箇所名

商工労働局労働部

２ 監査実施日

平成 22 年８月３日（平成 22 年６月 10 日、11 日及び 14 日まで職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年 11 月２日（神奈川県公報号外第 74 号）神奈川県監査委員公表第 17 号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

１ 収入事務において、広告収入の調 指導事項については、次のとおり措置し

定時期が３月を超えて遅れていたも た。

のがあった。（労政福祉課） １ 収入事務については、調定すべき時期

２ 次のとおり誤りがあり、事務処理 に関する理解が不十分であったことによ

が著しく不適切であった。（雇用対 るものである。

策課） 今後は、このようなことがないよう、

(1) 支出事務において、委託料の支 複数の職員による相互の進行管理を徹底

払に当たり、契約に基づく概算払 することにより、適正な事務執行に努め

を行っていなかった。 ることとした。

(2) 物品管理事務において、物品の ２ 支出事務については、契約内容の確認

処分に当たり、物品更新のために 等の執行体制が不十分であったことによ

物品を購入した業者に不用決定し るものである。

た物品を引き取らせていた。 今後は、このようなことがないよう、

３ 契約事務において、元大秦野高校 複数の職員による確認を徹底し、適正な

校舎除却工事家屋損失調査業務委託 事務執行に努めることとした。

の契約に当たり、契約に基づく諸届 物品管理事務のうち、物品の処分につ

書類を契約の相手方から提出させて いては、産業廃棄物関係法規の理解が不

いなかった。（産業人材課） 十分であったことによるものである。

４ 物品管理事務において、備品出納 今後は、このようなことがないよう、

簿に記載された備品の所在が確認で 関係法規の周知徹底を図ることにより、

きないものがあった。 適正な事務執行に努めることとした。

３ 契約事務については、受託事業者との

相互確認及び契約条項の遵守状況の確認

体制が不十分であったことによるもので

ある。

今後は、このようなことがないよう、

受託事業者との相互確認を密に行うとと

もに、複数の職員による確認を徹底する

ことにより、適正な事務執行に努めるこ



ととした。

４ 物品管理事務のうち、備品の所在が確

認できなかったことについては、当該備

品が現存しないことが確認され、その経

緯も明らかでなかったため、平成 23 年１

月 13 日付け会指第 76 号に基づき返納及

び払出し手続を行った。

今後はこのようなことがないよう、神

奈川県財務規則の遵守を徹底し、備品管

理体制を強化するとともに、備品管理事

務の手引等に基づき適切な備品管理を徹

底することにより、適正な事務執行に努

めることとした。

１ 監査実施箇所名

神奈川県横須賀土木事務所

２ 監査実施日

平成 22 年９月 22 日（平成 22 年８月 24 日職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年 11 月２日（神奈川県公報号外第 74 号）神奈川県監査委員公表第 16 号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

次のとおり誤りがあり、事務処理が 指導事項については、次のとおり措置し

著しく不適切であった。 た。

１ 予算の執行において、自転車修理 １ 予算の執行については、適正な会計事

代等に係る支出負担行為を履行確認 務処理に関する認識が不十分であったこ

後に行っていた。 とによるものである。

２ 物品管理事務において、備品出納 今後は、このようなことがないよう、

簿に記載された備品の所在が確認で 神奈川県財務規則等の周知徹底を図ると

きないものがあった。 ともに、適正な事務執行体制の強化に努

また、物品出納員が備える備品出 めることとした。

納簿に記載されている備品の数量と ２ 物品管理事務については、備品管理が

使用者から提出された物品管理票の 適切に行われていなかったことによるも

合計数量が一致していないものがあ のであり、当該備品が現存しないことが

った。 確認されたため、平成 23 年１月 13 日付

け会指第 76 号通知に基づき返納及び払出

しの手続等を行った。

今後は、このようなことがないよう、

神奈川県財務規則の遵守を徹底し、備品

管理体制を強化するとともに、備品管理

の原則にのっとって適切な事務執行に努

めることとした。

１ 監査実施箇所名



神奈川県小田原土木事務所

２ 監査実施日

平成 22 年９月 27 日（平成 22 年９月７日職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年 11 月２日（神奈川県公報号外第 74 号）神奈川県監査委員公表第 16 号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

次のとおり誤りがあり、事務処理が 指導事項については、次のとおり措置し

著しく不適切であった。 た。

１ 不適正経理問題に関する全庁調査 １ 不適正経理により取得した備品の所在

の際に取得したと報告された備品の が確認できなかったことについては、物

うち、所在が確認できないものがあ 品の管理が適切に行われていなかったこ

った。 とによるものであり、調査の結果、該当

２ 契約事務において、物品の購入に 備品は廃棄済みであることが判明した。

当たり、会計局長通知（平成 22 年２ 今後は、このようなことがないよう、

月２日付け会指第 82 号）に反し、３ 関係法令の遵守を徹底するとともに、備

月に契約を締結しているものがあっ 品管理体制を強化することにより、適正

た。 な事務執行に努めることとした。

３ 物品管理事務において、備品出納 ２ 契約事務については、物品購入におけ

簿に記載された備品の所在が確認で る計画的な調達とその進行管理が不十分

きないものがあった。 であったことによるものである。

今後は、このようなことがないよう、

物品の在庫数及び必要数の把握に努め、

計画的な購入を図ることとした。

３ 物品管理事務については、管理体制が

不十分であったことによるものであり、

調査の結果、当該備品が現存しないこと

が確認され、その経緯も明らかでなかっ

たため、平成 23 年１月 13 日付け会指第

76 号通知に基づき返納及び払出しの手続

を行った。

今後は、このようなことがないよう、

神奈川県財務規則の遵守を徹底し、備品

管理体制を強化するとともに、備品管理

規程の原則にのっとって適切な備品管理

を行っていくことにより、適正な事務執

行に努めることとした。

１ 監査実施箇所名

神奈川県松田土木事務所

２ 監査実施日

平成 22 年９月 27 日（平成 22 年９月２日職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年 11 月２日（神奈川県公報号外第 74 号）神奈川県監査委員公表第 16 号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容



（指導事項）

次のとおり誤りがあり、事務処理が 指導事項については、次のとおり措置し

著しく不適切であった。 た。

１ 不適正経理問題に関する全庁調査 １ 不適正経理により取得した備品の所在

の際に取得したと報告された備品の が確認できなかったことについては、物

うち、所在が確認できないものがあ 品の管理が適切に行われていなかったこ

った。 とによるものである。

２ 予算の執行において、物品購入等 今後は、このようなことがないよう、

に係る支出負担行為を平成 22 年度に 財務関係法令の遵守を徹底するとともに、

入ってから平成 21 年度の日付に遡っ 物品管理体制を強化することにより、再

て行っているもの等があった。 発防止に努めることとした。

３ 契約事務において、会議テーブル ２ 予算の執行については、進行管理及び

（産業廃棄物）の処分に当たり、産 適正な会計事務処理に対する認識が不十

業廃棄物の運搬、処理の許可を有し 分であったことによるものである。

ない業者に委託していた。 今後は、このようなことがないよう、

４ 物品管理事務において、備品出納 神奈川県財務規則の理解の向上を図り、

簿に記載された備品の所在が確認で 適正な会計事務処理を行うことを徹底す

きないものがあった。 るとともに、複数の職員による進行管理

体制を強化し、適正な事務執行に努める

こととした。

３ 契約事務については、産業廃棄物処理

に関する法令等の理解が不十分であった

ことによるものである。

今後は、このようなことがないよう、

関係法令等の理解の向上を図るとともに、

複数の職員による確認を徹底することに

より、適正な事務執行に努めることとし

た。

４ 物品管理事務については、管理体制が

不十分であったことによるものであり、

調査の結果、当該備品が現存しないこ

とが確認され、その経緯も明らかでなか

ったため、平成 23 年１月 13 日付け会指

第 76 号通知に基づき返納及び払出しの手

続を行った。

今後は、このようなことがないよう、

神奈川県財務規則の遵守を徹底し、備品

管理体制を強化することにより、適正な

事務執行に努めることとした。

１ 監査実施箇所名

神奈川県企業庁相模原南水道営業所

２ 監査実施日

平成 21 年 11 月 25 日（平成 21 年 11 月 11 日職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年３月５日（神奈川県公報号外第５号）神奈川県監査委員公表第１号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容



（指導事項）

庶務事務において、給与等支払簿に 指導事項については、現金支給額がある

現金支給額があるにもかかわらず、職 給与について、受領印を省略できるものと

員の受領印を徴していないものがあっ 誤認していたことによるものである。

た。 今後は、このようなことがないよう、庶

務関係規程の理解の向上を図るとともに、

複数の職員による確認体制を強化すること

により、適正な執行に努めることとした。

１ 監査実施箇所名

公益財団法人神奈川芸術文化財団

２ 監査実施日

平成 21 年 11 月 26 日（平成 21 年 10 月 15 日及び 16 日職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 22 年３月５日（神奈川県公報号外第５号）神奈川県監査委員公表第２号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

庶務事務において、産休等に伴う通 指導事項については、給与事務処理に際

勤手当１件、48,440 円の返納手続をし し、通勤手当の不支給に係る確認が不十分

ていなかった。 であったことによるものであり、誤支給分

については、平成 21 年 11 月 16 日に本人か

ら返納された。

今後は、このようなことがないよう、複

数の職員による確認を行うとともに、関係

諸規定の周知徹底を図り、適正な事務の執

行に努めることとした。

県は、今後の適正な事務処理の徹底につ

いて指導した。

１ 監査実施箇所名

財団法人神奈川産業振興センター（現公益財団法人神奈川産業振興センター）

２ 監査実施日

平成 22 年 11 月 16 日（平成 22 年 10 月 12 日から 14 日まで職員調査）

３ 監査の結果に関する報告の公表

平成 23 年３月 15 日（神奈川県公報号外第６号）神奈川県監査委員公表第３号

４ 監査の結果及び講じた措置の内容

監査の結果 措置の内容

（指導事項）

次のとおり誤りがあり、事務処理が 指導事項については、次のとおり措置し

著しく不適切であった。 た。

１ 支出事務において、印刷製本費の １ 支出事務については、契約書の支払時



支払に当たり、契約書に定められた 期を十分に把握していなかったことによ

対価の支払時期を超えて支払ってい るものである。

るものがあった。 今後は、このようなことがないよう、

２ 契約事務において、業務委託の入 契約の遵守を徹底するとともに、複数の

札に当たり、入札内訳書の記載内容 職員による確認体制を強化することによ

に誤りがあるにもかかわらず、当該 り、適正な事務執行に努めることとした。

入札書の提出業者に対し落札決定を 県は、今後の適正な事務執行の徹底に

行い、契約締結しているものがあっ ついて指導した。

た。 ２ 契約事務については、入札時の入札内

訳書の確認が不十分であったことによる

ものである。

今後は、このようなことがないよう、

複数の職員による確認体制を強化するこ

とにより、適正な事務執行に努めること

とした。

県は、今後の適正な事務執行の徹底に

ついて指導した。


